
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＪＲ東日本労働組合 

発責 教育・広報部 

2021年 4月 14日 №306 

 

東日本ユニオンは 4 月 13 日、申第 10 号「『特殊健康診断（石綿）』に関する第二次申し入

れ」を経営側に提出しました。 

私たちは昨年 12月 25日に『特殊健康診断（石綿）』に関する申し入れ」の団体交渉を開催

しました。団体交渉を通じて「国鉄車両には石綿含有部品が使用されていたこと」や「ノンア

スベスト品への取替えを進めてきていること」など、経営側として把握と対策に努めてきてい

ることが明らかになりました。 

＜申し入れ項目＞ 

〇全社員に対して石綿健康被害に関する一律的な教育と過去に

さかのぼり特殊健康診断の対象作業、使用部材の周知を行うこ

と。 

〇全社員に対して特殊健康診断（石綿）の受診希望調査を行い、

希望する社員に対して受診させること。 

〇石綿が使用されている建築物は定期的に濃度測定を行い、結果

を社員に周知すること。 

〇退職者に対して退職後の制度説明と継続的な支援を行うこと。 

同時に石綿に曝露（ばくろ）する可能性が低くなってきているこ

とは認識できた一方で、現在も継続して使用されている製品がある

ことから、劣化や損傷などにより飛散する懸念があります。 

また、過去に石綿含有部品を扱う作業に従事したにも関わらず、

当時の認識の甘さから「特殊健康診断」の対象外となっていたり、

誤った指導から受診していない社員がいることも事実です。 

たとえ、わずかな曝露でも将来的に発症する危険性があることか

ら、飛散防止対策の推進と「特殊健康診断」の受診を啓発すること

は経営側の責務だといえます。 


